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米・ EUの航空分野における企業結合規制*

Merger Regulation, for the Airline Industry*

in the United States and European Union
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Yuki YOSHIDA* *

Abstract

As airline mergers reduce competition in the airline industry, antitrust

authorities try to regulate them. This paper aims to analyze the similarities and

differences between the merger regulation, of US antitrust law for the airline

industry and that of EC competition law. Examining the competition issues

considered by both antitrust authorities, for the United Airlines/US Airways case

and the Air France/KLM case for the U.S. and the EU, respectively, the difference

of the approach to market definition, entry barriers, the assessment of the market

power and the remedies to approve the mergers will be clarified.
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1.はじめに

国際公共政策研究 第10巻第1号

米国に端を発した航空自由化の波が、四半世紀をかけてようやく世界の主要な国々に到達

した。周知のように航空輸送産業は、これまで一貫して厳格な政府規制のもとにおかれてき

た。 60年代から70年代半ばまでの米国の規制必要論者が政府規制の根拠としたのは、航空

産業の自然独占性、すなわち規模の経済性、範囲の経済性の存在によって、競争者が排除さ

れ、独占あるいは寡占状態になるという必然であった1)。また、別の規制根拠として、不採

算路線の維持という公益的・社会的要請もあった。つまり、競争に晒されることで採算路線

の収益を不採算路線の運航費用に充当(内部補助)できなくなり、不採算路線の利用者に不

利益を与えてしまうということであるo　これはいわゆるユニバーサル・サービスの問題であ

る。これら二つの理由から、運賃規制と参入規制による直接規制が行われてきた。

航空分野が自由化され、一定の期間が経過した1990年代以降の米国では、航空産業の強

化策は、過去のような規制ではなく競争に拠るべきであるとし2)、反トラスト法の積極的適

用が必要であるとの意見が趨勢となっていった3)。そして、近年問題となっているのは、企

業結合規制、略奪的運賃設定に対する規制、航空産業に特有のマーケティング・ツール4)に

対する規制のあり方であるこ

本稿はこのうちの一つである企業結合規制について分析しようというものである。近年、

世界中で航空会社の企業結合が相次いでおり、競争政策上極めて興味深い諸論点が論じられ

ている。また、日本の航空分野の自由化が本格化したのは1998年以降であり、欧米に遅れ

ることおよそ20年である。日本の航空市場が欧米と同じような経過を辿るかどうかは未知

数であるが、米・EUの航空市場の企業結合規制の実際を浮き彫りにすることは、今後のわ

が国の航空産業における競争政策を考察する上で意義のあることといえよう。

本稿の構成は、次の通りである。まず、第2章において、米・EUの航空政策1特に規制

緩和以降の航空産業における競争政策に的を絞って概観する。また、次章で具体的にみる事

例に対する規制の枠組みを理解するために、米・ EUの企業結合規制を整理しておく。次に、

1) W.E.オコ-ナ-普(山上徹監訳) 『現代航空経済概論』 7頁(成山堂書店1987年)参照。
2 ) The National Commission to Ensure a Strong Competitive Airline Industry, A Report to the President

and Congress: Change, Challenge and Competition (1993).

3) P.S.デンプシー, A.R.ゲーツ著(吉田邦郎他訳) F夫師rj緩和の神話』 351, 352頁(El本評論社1996年)、榊原肝夫
「寡占と独占禁止政策-アメリカの航空業に関連して-」運輸と経済　第52巻第7号(1992年)参照。

4) CRS (Computer Reservation System:コンピューター予約システム)、路線、季節、曜日、時間帯、旅行目的に

よって異なる旅客の需要弾力性に応じて、同じ便であっても運賃種削(購入条件)によって運賃に格差をつけるこ
とで、各便から得られる収益を最大化する戦略であるイールド・マネジメント(Yield Management)、 FFP
(Frequent Flyers Program:多頻度旅客優遇制度)、他社の運航する便に自社の便名を付けて路線ネットワーク
を拡大する営業戦略であるコード・シェアリングなどがこれにあたる.高橋望F米Eg航空規制緩和をめぐる諸議論
の展開』 92-111頁(白桃書房1999年)参照.また、こういったマーケティング・ツールに反競争性があることは
以前から指摘されている
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第3章において、米・ EUそれぞれの企業結合の審査事例を取り上げ、市場画定、競争制限、

新規参入、問題解消措置について、競争当局の分析を対比する。最後に、第4章においては、

前章の対比から米・ EUの企業結合審査の同異を指摘し、さらに同裏をもたらす原因につい

ても考える。

なお、本稿で扱う航空分野は米国・EUの国内(域内)航空旅客輸送である。 EUについ

ては、一国内ではなく共同体規模5)の企業結合規制について検討することにする。ま`た、ア

ライアンス(戦略的国際提携)6)については、競争法上興味深い論点もあるが、別稿に委ね

ることにしたい7)0

2.航空分野における規制の流れ、および企業結合規制の制度

2.1米国の航空産業における競争政策および企業結合規制

2.1.1米国航空政策の流れ8)

米国航空分野への競争導入は、 1978年の航空規制緩和法(Airline Deregulation Act)

制定により始まり、競争政策は当初、 CAB (Civil Aeronautics Board :米国民間航空委

員会)と司法省(DOJ)とで行われていた。中でも企業結合については、 CABのみに権限

が与えられていたが、 1985年には規制緩和の役割を終えたCABが廃止となり、企業結合規

制は運輸省(DOT)!に委ねられることになった。

これより少し早い時期に司法省は、市場占有率・集中度以外の個別の要因はすべて無視し、

その占有率・集中度についても極めて低い数値を基準としたハ-バード学派の厳格な1968

5)共同体規模とは、 (9当事者全ての全世界での売上高の合計が50億ユ-ロ超、 ②当事者の少なくとも2者のそれぞれ
の共同体内での売上高が2.5億ユーロ超、 ③当事者のそれぞれが共同体内売上高のうち3分の2超を同一加盟国内
で得ていないこと、という3要件を満たす場合に該当する。また、他の諸要件を満たす場合にも共同体規模とみな
されることがある。

6)国際的なアライアンスの対象となるのは、運航、広告・宣伝、空港施設の利用、整備、 CRS、 FFP、人的資源な

ど、およそ航空事業で協力できるものははぼすべてである。 R.ドガニス著(塩見英治他訳) 『21世紀の航空ビジネ
ス』 120-126頁(中央経済社2003年)では、アライアンスの結合の度合いを三段階で捉え、三段階目になるとア
ライアンスからの退出はほぼ不可能、つまり不可逆的な関係になるとしている。このことから強化されたアライア
ンスは企業結合と同様の効果を生むと考えられている。

7 ) A.C. Lu, Inter,花αtional Airline Alliances: EC Competition Law US Antitrust Law and International Air

Transport (2003)は、アライアンスをEC競争法、反トラスト法との関係において論じており、興味深い内容となっ
ている。

8)米国航空輸送分野の規制時代の歴史については、根岸哲F規制産業の経済法研究第I巻』 34, 35頁(成文堂1984
年)に概要が記されているので参照されたい。また、規制緩和以降の流れについては、山内弘隆『航空運賃の攻防』

74-112貢(NTT出版2000年)参照。
9)現在、運輸省は法律(49 U.S.C. 41712)により、航空会社の競争に関しては不公正な取引を禁止する権限を与え

られている　1998年には運輸長官が航空会社の反競争的行為を本権限により規制する方針を発表した(U.S.
Department of Transportation, Competition in the U.S. Domestic Airline Industry: The Need for a Policy

to Prevent Unfair Practices (1998))。専ら大手航空会社の略奪的運賃設定に対する措置をとるのが目的である。
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年企業結合ガイ`ドライン10)を廃止したうえで、シカゴ学派の企業結合における効率性増大を

反競争性と比較衡量する審査方針を採用した1984年企業結合ガイドライン11)を公表していた。

そこでは、参入容易性や規模・範囲の経済性による効率性の主張、経営破綻脱却の動機といっ

た抗弁が出されれば、企業結合を以前に比して容易に認める方針が示された12)。

この1984年ガイドラインのもと、司法省は運輸省に対し助言と_いう形で関わっていたが、

セントルイス空港で競合していたTWAによるオザーク航空の買収(1986年M3)、ミネアポリ

ス-セントポール空港およびデトロイト空港で競合していたノースウエスト航空による

リパブリック航空の買収(1986年M4)については、先に述べたように、企業結合に対して寛

容な態度を示していた司法省ですら反対した。それにも関わらず、運輸省はこの2件の企業

結合を認めた。

その理由として指摘されるのがコンテスクビリティ理論15)である。運輸省はコンテスクビ

リティ理論に基づいて、市場シェア(それに伴う市場支配力の推定)の考慮を軽視し、電撃

的参入により市場支配力が抑制されると考え、安易に多くの航空会社の結合を認めた16)。し

かし、事後的に見るならば、大手によって運航されている主要路線の正規運賃が高騰し、輸

送力の削減などのサービス低下がみられ、消費者からの批判が強まった17)。

企業結合に対する運輸省の管轄は1988年末をもって終了したが、これを機に部分的買収

はあったものの、大手航空会社の企業結合はほとんどみられなくなった。反トラスト法実務

10) U.S. Department of Justice, Merger Guidelins (1968).

ll) U.S. Department of Justice, Merger Guidelines (1984).これはU.S. Department of Justice, Merger
Guidelines (1982)を一部改正したものである。

12)村上政博『アメリカ独占禁止法〔第2版〕』 198-201頁(弘文堂2002年)参照。

13)この企業結合の効果については後年、会計検査院(U.S. General Accounting Office, Airline Competition:

Fares and Service Changes at St.Louis the TWA-Ozark Merger, GAO/RCED-88-217BR (1988))、運輸省(U.

S. Department of Transportation, A Comparison of Air Fares and Service at St.Louis Before and After

Transe World Airlines Acquired Ozark Airlines, DOT-P-37-89-3 (1989))、司法省(G.J. Werden, A.S. Joskow

R.L. Johnson, The Effects of Mergers on Price and Output: Two Case Studies from Airline Industry,

Managerial and Decision Economics Vol.12, 341-352 (1991))の間で激しい議論が交わされたものの、明確な結

論は出されなかった。また経済学の見地からも多くの研究がなされた。 S.A. Morrison & C. Winston,

Enhansmg the Performance of the Deregulated Air Transport System, Brookings Papers on Economic
Activities Vol.1, 61-112 (1989)他。

14) 1997年、ノ-スウエスト航空はこの買収により独占を形成し、クレイトン法7条に違反したとして集団訴訟を起こ

されている　Midwestern Machinery, Inc., et al. v. Northwest Airlines, Inc., Civil Action N0.97-1438
P.Minn.).

15)航空輸送産業において、仮に規模の経済が存在したとしても、それが参入障壁とならないならば、潜在的な競争圧

力が働いていることを意味するので、規制は不必要であるという理論.この理論は1970年代後半以降の航空産業、
電気通信産業における議論を統括する形で、 W.J. Baumol, J.C. Panzar and R.D. Willie, Contestable Markets

and the Theory of Industry Structure (1982)などによって完成された.

16)長谷川通『ェアライン・エコノミクス』 83頁(中央書院1997年)によれば、運輸省により認可された企業結合は、

1985年に5件、 1986年に13件、 1987年に3件、 1988年に1件である。

17)コンテスクビリティ理論の妥当性については多くの実証研究がなされ、妥当しないとの考えが主流となっている.
A.S. Joskow, G.J. Werden　&　R.L. Johnson, Entry, Exit, and Performance in Airline Markets,

International Journal of Industrial Organization Vol.12, 457-471 (1994); M.D. Whinston & S.C. Collins,

Entry and Competitive Structure in Deregulated Airline Markets: An Event Study Analysis of People
Express, RAND Journal of Economics Vol.23, 445-462 (1992).
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においても、略奪的運賃設定、 CRSを利用した競争者排除に対する規制が中心となっていっ

た。これは企業結合が認可されないというより、むしろ企業結合申請そのものが減少したこ

とによるものである。その理由として考えられるのは、大手航空会社が必要とする国内ネッ

トワークの構築を一通り終えたこと、国籍の異なる企業同士の企業結合は困難であるものの.、

それに準ずる手段としてアライアンスによる国際的なネットワーク構築が可能になり、航空

会社が専らそちらに熱意を注いでいたことであろう。しかし、 1998年以降、主として経営

難を理由として数件の大型の企業結合の申請があり、司法省の企業結合への関心を引き戻し

はじめている18)。

2.1.2　米国航空分野における企業結合規制

1989年以降、航空分野における企業結合規制を主として行っているのは司法省である。

他の産業における手続きと同様に、一定以上の規模の企業結合については司法省とFTCに

事前に届出され、産業分野により司法省かFTCに振り分けられる。航空分野の場合は、司

法省が1992年の企業結合ガイドライン19)に基づき審査を行う。企業結合の内容によっては、

問題解消措置(Remedy)が施された上で承認される。

企業結合審査は、まず市場を画定し、その市場におけるシェアや集中度を一次的ハードル

としっっ、企業結合当事者らの市場支配力の形成についてみる。市場画定は需要の代替性お

よび供給の代替性に基づいて行い(SSNIPテスト)、市場支配力については単独のみならず

寡占的協調についても検討する。そして、新規参入の可能性や効率性の存在などといった、

市場支配力を弱める要因も考慮して判断される。

2.2　EUの航空産業における競争政策および企業結合規制

2.2.1 EU航空政策の流れ20)

EU加盟国内の航空分野の自由化については、 1975年頃から欧州委員会(以下「委員会」

という)内の運輸総局(当時DGVH)が主張しはじめ、 EC閣僚理事会に多くの提案を行って

いた。一方、競争総局(当時DGIV)は、 「自由化」と「公正で自由な競争」という二つの

目標を両立するような方法を模索していた。

1986年にEUの航空自由化は第一歩を踏み出すが、それまで自由化が進展しなかった理由

18) Statement of J.M. Nannes, Deputy Assistant Attorney General Antitrust Division, Concerning Airline
Hubs and Mergers (June 14, 2000).

19) U.S. Department of Justice & Federal Trade Commission, Horizontal Merger Guidelines (1992, revised

1997). 1984年ガイドラインに代わるものとして、司法省とFTCが共同で公表した現行のガイドラインである。市
場シェア、市場集中度の役割をさらに減じ、他の考慮事由が整理された。また、参入分析も精撒化された。武田邦
宣F合併規制と効率性の抗弁』 181-184頁(多賀出版2001年)参照。

20)戸崎肇『航空の規制緩和』 77-104頁(勤葦書房1995年)参照。
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は、当該分野への競争法の適用の是非という前提問題があったからである。しかし、 1986

年のNouvelles Frontieres事件判決21)において、 EC条約81条、 82条(当時EEC条約85条、 86

条)が航空分野に対しても適用されることが示された。翌年、この判決を強化するように航

空自由化のための「パッケージI」 (1987年)に含まれる理事会規則22)で、域内国際航空輸

送分野にEC条約81条、 82条を適用することが明確に定められた。これにより、委員会は自

由化と競争を踏まえた航空政策を展開していくことになる。

この後、 1990年には「パッケージⅡ」、 1992年には「パッケージⅢ」 (1993年6月1日か

ら施行)と段階的に規制緩和が進められた。最終的には、加盟国間、加盟国内とも参入規制・

運賃規制が廃止され、 EU単一航空市場が完成した23)。

自由化が始まった当初から、委員会は航空分野の競争ルールとして、カルテルと制限的な

協定、独占・企業結合(EC条約81条、 82条)、航空会社に対する国家の支援または補助金

(EC条約88条、 89条)という、大きな三つの分野について扱ってきた。

EU航空業界は小さい市場(どれほど小さな国家であっても航空会社を保有していた)を

集合させて単一の大きな市場にしたものである。これにより、市場の規模に対して、航空会

社過多の状態となり、米国に比べて輸送効率が低いという問題がみられるようになった。こ

の状況に対して、委員会は国家支援により無理に生存し続けてきた航空会社を淘汰し、新規

参入を促すことにより、競争的な単一航空市場への再編・強化を進めるという政策を展開し

てきた。このことから、委員会はナショナル・フラッグ・キャリア24)に対する安易な国家支

援策25)に反対しており、各国政府との間には緊張関係が存在している。

以上のような委員会の政策により、国家支援を失ったナショナル・フラッグ・キャリアの

間で、企業結合のインセンティブが高まってきている現状がある。しかし、企業結合規制に

おいて、委員会および欧州裁判所は、基本的にその判断において各国の航空政策およびEU

の航空政策は考慮していないとされ、実際の委員会の企業結合審査の判断をみても、競争に

軸を置いたものとなっているようである26)。

21) Joined Cases 209-213/84, Nouvelles Frontieres, E.C.R. 1425 (1986).
22) Council Regulation (EEC) No.3975/87, 0.J.L 374/1 (1987).
23) 1992年には、 Council Regulation (EEC) No.2410/92, 0.J.L 204/18 (1992)により、前掲註22)の規則が修正さ

れ、加盟国内市場も81条、 82条適用の対象となった。

24)国家が所有する航空会社、または国を代表する航空会社。規制時代には、 Eg威発揚、国防、外貨獲得手段、外交力-
ドとしての役割などを理由として保護されてきた。

25)国家がナショナル・フラッグ・キャリアを支援しようとする背景には国籍条項(Nationality Clause)がある。 E
U加盟国と第三国との間の多くの二国間協定にはEg籍条項が付されており、自国の航空会社が破綻あるいは他の加
盟国の航空会社に吸収されることは、すなわち相手国への乗入れ権を失うということになる。しかし、 2002年の委

員会の決定、 2003年のルクセンブルクでの運輸相理事会により、交渉権限が委員会に与えられ、域外Egとの二国間
航空協定の国籍条項を共同体条項(Community Clause)に修正していく方針が明らかにされたo　これによりEU
域内の航空会社が国籍に関係なく、第三国向けの路線に参入できる枠組みが構築された。

26)産業政策と企業結合規制の関係については、 LLl根裕子F企業結合審査一米欧の事例とE]本の課題-』 200-206頁
(NTT出版　2002年)参照。
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2.2.2　EU単-航空市場における企業結合規制

EU域内の航空会社の企業結合規制27)は委員会の競争総局により行われている。市場支配

力の形成の阻止という目的および基準は、米国の企業結合規制と大きく異なるところはな

い28)。企業結合を予定する事業者は委員会に届出を行う。審査は企業結合ガイドライン29)に

基づいて行われ、企業結合を禁止する以外には、市場支配力を除去するような問題解消措置

(Commitment)が委員会決定に付され、企業結合が承認される。

まず、市場は主に需要の代替性に基づき、供給の代替性も考慮して画定される。そして.、

市場支配力の形成は、市場シェア、市場集中度、参入の可能性、効率性、その他の事由を鑑

みて判断される。

なお、後章で検討する事例は、現行の企業結合規則およびガイドラインが発効する前の時

期のものである30)。旧規則と現行規則の違いは、これまでの決定判決31)を認めたうえで共同

支配について明示したということにすぎない。もっとも、これまで航空運送分野について、

共同の支配的地位について問題となった例はない。

3.事例研究

3.1米国における事例

先に述べたように、一旦収束していた米国の航空会社の企業結合申請が1998年以降、再

びみられるようになっている.その中でも主要な事例は、ノースウエスト航空(以下「NW」

という)によるコンチネンタル航空の(以下「CO」という)株式取得(1998年)㍊)、アメリ

カン航空によるTWAの買収(2001年)、ユナイテッド航空によるUSエアウェイズの買収

(2001年)の3件である。

NW/COについては、この後、詳細な検討を行う。よってここでは、アメリカン航空/

TWAとユナイテッド航空/USエアウェイズの経緯を簡単に説明する。

まず、アメリカン航空(当時:米第2位)'の持株会社AMRによるTWA (当時:米第8

27) Council Regulation (EC) No.139/2004 0n the control of concentrations between undertaking's (The EC

Merger Regulation), O.J.L 24/1 2004).

28) EUの企業結合規制については、村上政博FEC競争法田C独占禁止法] 〔第二版〕』 255-265頁(弘文堂2001年)

参照。

29) Guidelines on the assessment of horizontal mergers under the Council Regulation on the control of

concentrations between undertakings, O.J.C 31/5 (2004).

30)旧規則は、 Council Regulation (EEC) No.4064/89, 0.J.L 395/1 (1989, amended by Co.uncil Regulation岬C)
No.1310/97, 0.J.L 180/1 (1997)).

31) Joined Cases C-68/94 and C-30/95, France v. Commission, E.C.R. I /1375 (1998); Case T-102/96, Gencor v.

Commission, Judgment of the Court of First Instance, E.C.R.n/753 (1999).

32) United States v. Northwest Airlines Corp. and Continental Airlines Inc., Civil Action No. 98-74611
E.D.Mich.



242 国際公共政策研究 第10巻第1号

位)の買収は、問題解消措置なしに承認され、これによりAMRはユナイテッド航空を抜き

業界1位となった。大手航空会社の企業結合をめぐっては、消費者の選択が狭まりサービス

低下につながるとの批判が強く、議会においても大手による空港施設の独占などを防ぐ法案

が審議されるなど、消費者団体も抗議行動を展開していた。しかし、大型企業結合反対の議

員らも、 TWAのサービス路線や雇用を守るためには買収もやむを得ないとして支持を表明

し、司法省は特に「TWAの破綻を考慮に入れた」ことを示した上で承認した33)

ユナイテッド航空(当時:米第2位)の持株会社UALによるUSエアウェイズ(当時:米

第6位)買収については、司法省が両社の企業結合で30以上の路線が、独占・複占の状態

になることを問題視した。アシュクロフト司法長官は声明で「数百万人の利用客が一層高い

運賃を支払い、一段と悪いサービスを受けることにつながりかねない」と企業結合阻止の理

由を説明し、司法省が12州と共同で差し止め訴訟を提訴する方針を発表した34)。これを受け

て当事者らは企業結合を断念した。

米国の企業結合審査は、とりわけ承認された場合、および当事者が断念した場合に判断す

べき材料に乏しく、詳細な法的判断がされることがない。しかし、次にみるNW/COは断念

事例ではあるものの、司法省が事実関係に基づき詳細な司法判断を行っている興味深い事例

である。

3.1.1事例の概要

NWは国内外150都市を結ぶ米第4位の航空会社であった。ミネアポリス-セントポール

空港、デトロイト空港、およびメンフィス空港を-ブ空港とし、自己のすべての-ブ空港で

最も高いシェアを占めていた。一方、 COは国内125都市を結ぶ米第5位の航空会社であっ

た。ヒューストン空港、クリーブランド空港、およびニューアーク空港を-ブ空港とし、 N

Wと同様に自己の-ブ空港で支配的な地位を確立していた。

1998年1月25日にNWはCOの議決権の50%を取得することを決め、後日さらに5%を買

い足すことにより、合計55%の議決権を得ることになった。この取引に対する司法省の動

きをにらんだNWは、 10年間は議決権を行使しないことなどを表明していた。それにも関わ

らず、両社が国内で競争している何百もの路線において、競争が制限されると懸念した司法

33) U.S. Department of Justice, Press Release, JUSTICE DEPARTMENT ANNOUNCES IT WON'T

CHALLENGE AMERICAN AIRLINES/TWA ACQUISITION (March 16, 2001). 1992年企業結合ガイドライ

ン§5・1によれば、破綻会社の救済は以下の要件を満たすことを条件として認められる。 ①近い将来、債務不履行

になること。 ②連邦破産法(Chap. ll)では再編が順調に進まないこと. ③誠実な努力にもかかわらず買収相手が

見つからず、競争上重要な問題を起こさないこと。 ④買収がされない場合にその資産が完全に関連市場から退出す
ること。

34) U.S. Department of Justice, Press Release, DEPARTMENT OF JUSTICE AND SEVERAL STATES

WILL SUE TO STOP UNITED AIRLINES FROM ACQUIRING US AIRWAYS: DEAL WOULD

RESULT IN HIGHER AIR FARES FOR BUSINESSES AND MILLIONS OF CONSUMERS (July 27,
・2001).
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省は、計画がクレイトン法7条に違反するとして、両社の資本提携関係の縮小を求め、 10

月23日にデトロイトの連邦地裁に提訴した　2000年11月6日~に司法省は、 NWがCOに対す

る議決権保有率を大幅に縮小することで合意したのを受け、訴訟を一旦取り下げることを表

明した35)。

公表された訴状36)および審理請求理由書37)から明らかにされた事実関係は以下のようなも

のであった。

3.1.2　市場画定

まず、第一に司法省は、消費者が特定路線の運賃値上げにより、チャーター便や他の交通

手段を代用しそうにないということから、製品市場を定期航空旅客輸送とした。そして、出

発地点や到着地点を変更する可能性が非常に低いという需要の代替性の観点から、地理的市

場を定期航空旅客輸送の各路線(都市のペア)とした。

第二に、ビジネス旅客は取引条件の多い低運賃の航空券は利用せず、遅れの懸念から乗り

継ぎ便もあまり利用しないことが証明されているとし、運賃の引き上げに対し代替策を持っ

ていないビジネス旅客については、部分市場が成立するとした。

第三に、直行便の値上がりに対して、同じ発着地を結ぶ乗り継ぎ便の利用で代替する旅客

がほとんどいないことから、乗り継ぎ便は関連市場とみなさないことも示した。

3.1.3　競争の実質的制限の検討

(a)ハブ空港間路線の競争制限

司法省は、米国の大手の航空会社の多くが、ハブ・アンド・スポーク・システム(以下

「HASS」という¥38)によりネットワークを拡大してきたことを踏まえて、大手航空会社同士

の企業結合については、輸送量の多い_-ブ空港間路線の競争制限が問題になるとした。 NW

とCO、それぞれの3つずつある-ブ空港間を結ぶ9つの路線のほとんどで、両者は重要な

競争相手であり、企業結合した場合のシェアが80%を超えることになった。そのうち7路

線についてはNW/COが唯一の供給者となる状況から、企業結合が-ブ空港間路線市場で実

質的な競争を制限することになり、高運賃・低サービスという害悪を消費者にもたらすとし

た39)。

35) U.S. Department of Justice, Press Release, DEPARTMENT ANNOUNCES TENTATIVE SETTLEMENT

IN NORTHWEST-CONTINENTAL LAWSUIT (November 6, 2000).

36) United States v. Northwest Airlines Corp. and Continental Airlines, Inc., AMENDED COMPLAINT

(December 18, 1998)

37) United States v. Northwest Airlines Corp. and Continental Airlines. Inc., TRIAL BRIEF OF THE

UNITED STATES (October 24, 2000)

38)ひとつあるいは少数の拠点空港(-プ)から、放射線状に支線(スポ-ク)を展開し、 -プでの乗り換えを組み合

わせることにより、路線数の増加を押さえながらサービス地点を拡大するシステムである。アトランタを拠点とし

ていたデルタ航空が開発したといわれている。

39)ユナイテッド航空/USエアウェイズについての判断においても、司法省はハブ空港間路線を特に問題とした。

.
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(b)ネットワーク間競争の考慮40)

司法省は路線毎の競争制限に加えて、大手の航空会社の競争をネットワーク間の競争と捉

えた上で、その競争制限の可能性についても検討した。

大手の航空会社は自社の国内線ネットワーク全体の運賃の引き上げを行おうと試みること

がある。しかし、 1社でも追随してこない場合に、引き上げを継続しないことが実証的にわ

かっている。つまり、運賃値上げの大きな抑制力となっているのが、他のネットワークを持

つ航空会社だということである。本件において司法省は、 NWとCOがそれぞれ他社の値上

げに抵抗し、国内線運賃全体の引き上げを抑制してきたこと、また互いに牽制しあってきた

事実を示した。このことから、この企業結合により、ネットワーク間の実質的な競争が制限

されるとした。

3.1.4　参入の可能性

以上のことから、司法省は本件の企業結合により、多くの路線において競争制限がみられ

ることになると判断した。その上で、 NW/COが抗弁するとすれば、そのひとっは参入の可

能性であるとし、その「参入が時宜にかない、市場支配力を弱めるに足る規模、性質を持っ

ていること41)」をNW/COは証明しなければならないとした。

そこで、問題となっているNWとCOの-ブ空港間路線への参入について、次の3つの可

能性が検討された。まず、 (1)これまで大手航空会社が他社の-ブ空港間路線に参入したの

は32年に-度しか例がなく、成功率も極めて低いことから、大手の航空会社が競争者の-

ブ空港間路線に参入してくる可能性は非常に低い(2)新規参入航空会社についても、 -ブ

空港間路線への参入はこれまで13年に一度しかなく、成功率は32%と低いことから、新規

参入航空会社の参入も可能性が極めて低い。さらに、 (3)完成されたネットワークを持っ

ような大規模な航空会社が設立され、参入してくることは(2)以上に可能性が低い。以上の

検討から、司法省はNW/COが参入可能性を証明することはできないだろうとした。

司法省は(1)の理由として、大手航空会社が自己の持っ-ブ空港発着でない路線を張るこ

とは不経済だと考えていることを示した。そして、 (2)の理由として、主に埋没費用(sunk

cost)が高いことに起因すると判断した。また、市場における企業行動として、新規参入航

空会社に対する既存大手航空会社の略奪的な運賃設定を挙げた42)。

40)航空産業をネットワーク産業として考察し、何を保護すべきであるかについて論じている論文として、 B.H.

Weidenhammer, Compatibility and Interconnection Pricing in the Airline Industry: A Proposal for

Reform, Yale Law Journal, Vol.114, 405-442 (2004)がある。

41) 1992年企業結合ガイドライン§3.0。

42) NWのハブ空港における略奪的行為については、 P.S. Dempsey, Predatory Practices & Monopolization in the

Airline Industry: A Case Study of Minneapolis/St.Paul, Transportation Law Journal Vol.29, 129-1

(2002)に詳しい。また、本件と同時期にはアメリカン航空による略奪的運賃設定(シャーマン法2条)に対する初

めての司法省による提訴が行われている　United States v. AMR Corp., et alリCivil Action N0. 99-1180-JTM
P.Kans..
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3.1.5　問題解消措置

司法省は、 NWが表明した10年間のCOに対する議決権の凍結について、企業結合の競争

制限効果を改善するのに適当であるかという点について検討した。司法省はFord事件判

決43)を挙げ、 「措置は反トラスト法違反を是正し、競争を回復するのに効果的なものでなけ

ればならない」。また、司法および行政の継続的な監視が必要ないことから、反競争的な企

業結合に対する措置として企業分割(divestiture)、本件の場合NWのCO株式売却による原

状回復が最も適当だとした。そして、本件における議決権の凍結は単に競争の制限の発生を

先延ししているにすぎず、問題解消措置として認められるものではないとした44)。

さらに、司法省は議決権の凍結の副次的効果についても検討した。司法省は、 10年後に

議決権が行使されるということが、議決権凍結中の現段階からCO側の役員らの行動に影響

を及ぼすと主張した。また、議決権を行使しないというのは義務的なものではなく、 NW/

COが当事者らの意思で協調的行為を行う可能性があるとした。

3.2　EUにおける事例

米国とは異なり、 EUでは規制緩和以降、継続して活発な企業結合の動きがみられ、これ

に対し委員会は少なからぬ事例において競争上の判断を行ってきている。主なものはスイス

航空によるサベナ・ベルギー航空買収(1995年")45)、 KLMオランダ航空(以下「KL」という)

とアリタリア航空(以下「AZ」という)の提携(1999年¥4g)に対する決定などである。そして

2004年にはエール・フランス(以下「AF」という)/KLの大型企業結合47)が条件付きで承認

された。以下では、この決定について具体的にみていく。

3.2.1事例の概要

AFはフランスを拠点とするフルサービス(旅客輸送、貨物輸送、整備)の航空会社でフ

ランス政府が筆頭株主(当時、持株比率54.4%)であった。国際線(域内国際線を含む)で

はシャルル・ド・ゴール空港、国内線ではオルリー空港を-ブ空港としていた。また、スカ

イチームという、 AZも加盟するアライアンスに加盟していた。一方、 KLはオランダ政府が

株式の14%を所有していたフルサービス(低運賃旅客輸送、旅客輸送、貨物輸送、整備)

の航空会社で、オランダのスキポール空港をハブ空港としていた。また、米NWとの間に提

43) Ford Motor Co. v. United States, 405 U.S. 562, 573 (1972)

44)司法省はUnited States v. Penn-Olin Chem.C0., 378 U.S. 158 (1964)を挙げ、 「シャーマン法7条が求めている

のは、 (企業結合の)競争への影響を現に発生している競争制限でなく、可能性に基づいて予測す多ことである」

としたO　また、 FTC v. Dean Foods C0., 384 U.S. 597 (1966)を挙げ、 「捨置の遅れは競争制限効果を弱めるとい
う行政の機能を減じる」とした。

45) Case No W/M. 616, Swissair/SabenadD (20 July 1995)

46) Case No COMP/JV. 19, KLM/Alitalia (ll August 1999)

47) Case No COMP/M. 3280, Air France/KLM (ll February 2004)
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携関係があった48)。

この企業結合はAFがKLMの株式の大部分を取得するというもので、 2003年12月18日に

委員会に届出がなされ、翌年2月11日に問題解消措置を付して承認された49)。

委員会の決定で明らかにされた事実関係、分析は以下の通りである0

3.2.2　市場画定

委員会は関連市場が、 ①定期航空旅客輸送、 ②貨物輸送、 ③整備、に注目して画定されな

ければならないとして、それぞれについて詳細な分析を行った。特に問題となったのは定期

航空旅客輸送分野である。

まず第一に、委員会は製品市場については「市場画定に関する告示50)」に従って、需要の

代替性を持っと考える財・サービスのグループを特定することで画定するとし、供給の代替

悼(参入)については関連市場に即応性と有効性を持って対処できる場合のみに考慮される

とした。このことから、本件ではこれまでのEUにおける航空会社の企業結合事例の決定を

踏襲して51)、主'に需要の代替性から製品市場を各路線(出発地と到着地のペア)と画定した52)。

第二に、米国でビジネス旅客市場が別個成立すると米司法省が主張したのと同様に、委員

会は「時間に敏感な旅客の市場」と「時間に敏感でない旅客の市場」が個別に存在するとし

た。そして、各路線毎で両方についての検討が必要だとした。

第三に、これまで委員会は域内の直行便に対して、乗り継ぎ便が有効な競争圧力になると

は考えていなかった。しかし、直行便の運航頻度が乏しいというような例外的な状況におい

て、時間に敏感な旅客ですら乗り継ぎ便を選択する場合には、乗り継ぎ便を関連市場とする

とした。しかし、 EU域内については該当する路線がなかったことから、結果として乗り継

ぎ便は関連市場とみなされなかった53)。

48)かっての世界4大アライアンスのひとっ、ウィング・アライアンスの中核になっていた2社の提携である。他に米
COも参加していた。

49)本件では、米国市場に影響があることから米司法省も審査を行い、特に反対する意思のないことを表明した　U.S.

Department of Justice, Transportation Update: Remarks to the ABA Section of Antitrust Law

Transportation Industry Committee (2004)の中で、米司法省のAF/KLに対する審査の概要が示されている。

なお、この企業結合によりヨ-ロッパ最大、世界第4位の航空会社が誕生した.また、 AFがKL株の89.22%を確保

したことにより、フランス政府の新会社の持ち株比率は44.7%に落ち、実質的にはAFの民営化も実現した。なお、

KLの議決権については2007年までオランダ人株主の手に残る.これは二Eg間航空協定によるオランダ国籍のKLの

路線権に変化が起きないようにするためである。国際航空の路線権が自由化されるまで別々のブランドでの運航が
継続する。

50) Commission Notice on the definition of the relevant market for the purposes of Community competition

law, O.J.C 372/3 (1997).

51) Case 66/86, Ahmeed Saeed Flugreisen, E.C.R.803 (1989); Commission Decision of July 5 2002, in Case No
COMP/37.730, Lufthansa/Austrian Airlines, O.J.L 242/25 (2002).

52)委員会は市場画定作業の中で、当事者らを含む大手の航空会社から、航空ネットワークそのものを一つの市場とみ

るべきだとの示唆があったことを示し、それについて検討を行った。しかし、最終的にはこれまで通り各路線を関
連市場と画定した。

53)なお、域外への長距離路線については、 CRS上に表示される地点間であること、毎日運航していること、そして

乗り継ぎ時間が150分以内であることという条件に該当する乗り継ぎ便について直行便の代替となりうる関連市場
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第四に、委員会は個別の路線において、他の交通手段(鉄道、道路交通、海上輸送など)

との代替性についても検討した。同じ出発地と到着地を結ぶ他の交通手段がある場合に、運

行頻度や運行スケジュール、運賃設定によっては関連市場とみなすとした。そして、本件で

はアムステルダムーパリ線について、高速列車Thalysと代替性があるとした。

第五に、一つの都市に二つの近接空港が存在するという場合について、委員会はこれらの

空港の互換性についても検討した。その結果、パリのシャルル・ド・ゴール空港とオルリー

空港、ミラノ54)のマルペンサ空港とリナテ空港は代替性があると判断した。

3.2.3　競争の実質的制限

(a)ハブ空港問路線の競争制限

域内路線の審査において、とりわけ議論となったのは、アムステルダムーパリ、リヨン、

マルセイユ、ツールーズ、ボルドー、ローマ、ミラノ、ヴェニス、ボローニャ間の9路線で

ある。そのうち、 -ブ空港間路線である、アムステルダムーパリ、ローマ、ミラノ線につい

ては、特に入念な検討を行っt-J　その結果、委員会はこれらの路線では、当該結合により

独占あるいは複占となり、市場支配力が形成される可能性があると指摘した。

(b)ネットワーク間競争の考慮

委員会は米国とは異なり、アライアンスを大きなネットワークと捉えた上でネットワーク

間競争(Network Competition)それ自体を主に検討した。問題となるのは、本件の結合

により、それぞれの加盟するアライアンスも結合することになり、ネットワーク間競争が制

限されるという点である。

委員会は、航空会社やアライアンスと包括的な契約をする法人顧客とそれ以外の一般顧客

に分けて調査を行った。調査の結果、ネットワーク間の競争が活発になることで、利益を得

るのは法人顧客の一部だということがわかった。また、ネットワーク間の競争制限が個別路

線の運賃や運航スケジュールに与える影響を懸念する法人顧客もあったが、あくまで利用す

る個別の路線に対する関心であるとした。この号とから、委員会は法人顧客も一般顧客も臥

心を持っているのは各路線毎の競争であり、ネットワーク間の競争は重要視されていないと

して、競争に対する深刻な疑念(serious doubts)はないと判断した。

とした　Case No COMP/M. 2041, United Airlines/US Airways (12 January 2001)において、委員会は大

西洋路線について「長距離路線は乗り継いだとしても、旅行にかかる全体の時間に対する影響が少ないことから、

短・中距離路線ほどに乗り継ぎ便が不利にはならない」とした。これ以降、長距離路線において、直行便に対する
乗り継ぎ便の代替性が認めるられようになってきている。

54)イタリアの都市が含まれているのは、当時調査中であったスカイチーム・アライアンス(Case No. COMP/37.

Air France, Alitalia, Delta [Skyteam Airline Alliance])、また、その枠の中での2社間提携(Case No.

COMP/38. 284, Air France/Alitalia (7 April 2004))を考慮に入れたからである。

55)フランス、イタリア問の路輝については、 Air France/Alitaliaのケースで検討されている
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3.2.4　参入の可能性

委員会は参入の可台哲性についても検討した。特に問題となったアムステルダムーパリ路線

における参入分析は以下のようなものであった。

アムステルダムーパリ線は、 KL、 AFそれぞれの-ブ空港を結ぶハブ空港間路線である。

この路線への参入については、 (1)既存の大手航空会社に関しては、参入の意思が無い56)

(2)低運賃航空会社や地域航空会社に関しても、数々の参入障壁の存在により参入は起こら

ない、ということを調査により明らかにした。委員会はこれらの理由として、 -ブ空港発着

路線では既存大手がすでに支配力を有しており、参入の魅力がないこと。そして、効率的な

経営をするのに最低限必要な発着枠を確保するのも困難な状況にあることを挙げた。このこ

とから、委員会は企業結合により-ブ空港間の路線においてAF/KLが強力な市場支配力を

持っことになると指摘した。

以上の分析から、委員会はこの企業結合が、効果的な参入が見込めるような適切な問題解

消措置が施されない限り、市場支配力を形成することになり、結合が禁止されるとした。他

の8つの路線についても同様の判断をした。

3.2.5　問題解消措置

委員会は企業結合を承認するためには、適切な問題解消措置が必要であるとし、次のよう

な問題解消措置を受け入れた。

中心となっているのは、問題となった9路線の出発地点あるいは到着地点となる、オラン

ダ、パリ(代替空港であるオルリー空港とシャルル・ド・ゴール空港については参入者の要請

によりいずれかに決定)、リヨン、ミラノ(KLMとAFが多くの発着枠を持っマルペンサ空

港)、ローマの空港において、一日あたり所定の発着枠を無期限で返上することであった57)。

これらの返上された発着枠はグループ会社やアライアンスを組んでいる会社には譲渡せず、

仮に利用されない場合でもKLM/AFにではなく配分者に戻す58)という条件も付けられた59)。

56) DG Tren-Analysis of the European Air Transport Industry 2002, Final Report (2003)によれば、自由化

後5年経過した1998年時点でも、出発地国、到着地国以外の加盟Egの航空会社により運航されている路線は域内路

線の1.4%にすぎなかった　PRISMA Consulting Group SA, Question and Answer on the aviation report by

PRISMA, 38-40 (運輸政策研究機構国際問題研究所　2001)では、 EUの大手航空会社が互いの-プを侵略しな

い理由として、発着枠や空港施設の不足もあるが、失敗するというリスクを犯してまで互いのハブをあえて侵略す

る必要性を感じていないと分析している。

57)具体的には、新規参入航空会社が一日あたり以下の便数を運航できるよう、発着枠を返上するというものである。

アムステルダムーパリ6便、アムステルダムーミラノ4便、アムステルダムーリヨン、ローマ各3便、アムステル

ダム-マルセイユ、ツールーズ、ポルド-、ヴェニス、ポロ-ニヤ各2便。

58) EUでは混雑空港における新規参入者への発着枠配分の基準が定められている　Council Regulation (EEC) No.

95/93, 0.J.L 14/1 (1993, amended by Council Regulation (EC) No.793/2004, 0.J.L 138/50 (2004)).これに基

づき、利用率の低い(80%未満)発着枠は回収され、そのうち50%が新規参入航空会社に優先配分される0

59)これは今までの決定にない厳しい条件である。このように資産を分割する場合には当然ながら売却先の選択という

問題がでてくる。この問題については、泉水文雄「企業結合規制における問題解消措置の設計と手続のあり方」日

本経済法学会年報第24号通巻胡号81-83頁(有斐閣2003年)参照。発着枠は競争者に直接売却されるわけでは

ないが、希少な発着枠はすぐに再配分されることから、やはり配分先についての問題は残る。
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これにより、委員会は新規航空会社が9路線に参入する可能性がでてくるだろうとした。

他にも、 -ブ空港間路線であるアムステルダム-パリ路線、アムステルダムーリヨン路線

について、 3年間の運航頻度の凍結を行うとした60)。さらに、新規参入航空会社の求めに応

じて、相互乗り入れ協定、アライアンスのメンバーと同等の条件によるFFPの提携などの

条件も付いた。委員会は、これらの問題解消措置を当該結合によるEU市場における競争制

限の深刻な疑念(serious doubts)を取り除くのに充分であるとした61)。

4.おわりに

以上の検討の結果として、米、 EUで次のような同異が明らかになった。

第一に、市場画定の方法は、米司法省とEU委員会で大きな差はない。いずれも需要の代

替性を主とし、供給の代替性も鑑みて、定期航空旅客輸送の各路線を関連市場とした。そし

て、時間に敏感な旅客(ビジネス旅客)の部分市場についても認めている点は同じである。

直行便に対する乗り継ぎ便の代替性については、 EU委員会は詳細な検討を行ったものの、

域内路線では、米司法省と同様に代替性がないと結論した。

しかし、米司法省が認めなかった、他の交通手段(鉄道)との代替性は特定路線について

EU委員会は認めた。そして、米司法省では姐上に上らなかった近接空港の代替性について、

EU委員会は諸条件を鑑みて二組の空港では代替性があることを示し~た。

第二に、市場支配力分析では、ネットワーク間競争について、米司法省は個別の路線への

影響から分析したのに対し、 EU委員会はネットワーク間競争それ自体が分析の対象となっ

ており、結果的にはネットワーク化による市場統合を排他的なものとみなしていないという

印象を持った。

この相違の理由として、 EUと米国の規制緩和後の市場の成熟度の違いが考えられる。 EU

におし′、ては、規制緩和が段階的に進められ、真に自由化されたのは、米国が規制緩和政策へ

の転換をしてから十数年後のことであるO米国においては規制緩和により、 HASSネットワー

クが構築され、近年、一応の完成をみた状況にある。一方、 EUは単一航空市場の完成によ

り国境が取り払われ、それまで国という市場の中でしか充実させることが出来なかったネッ

トワークを、より大きな市場で構築している最中である。このことが、米国とEUがそれぞ

60) KLM/Alitaliaのケースでも、 2年の期限付きで運航頻度の凍結が行われている。

61) 0. Stehniann & J.R. Aguado, The Air France-KLM Merger: A First Step Towards The Consolidation of

the European Aviation Industry, E.C.L.R. 26(5), 258-271 (2005)では、この問題解消措置を評価している。一

方、 J. Parker, Air France/KLM: An Assessment of the Commission's Approach to Consolidation it the

Air Transport Sector, E.C.L.R. 26(3), 128-134 (2005)では、問題解消捨置の内容もさることながら、特に実効性

の確保等の側面からも不十分なものであるとしている
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れ理想とする競争モデルの違いを生み出し、異なる分析を導いたのではなかろうか。

第三に、参入分析については、米司法省、 EU委員会とも、かつてのコンテスクビリティ

理論を支柱とした分析とは異なり、現実の可能性が個別の路線毎で浜重に検討されていた0

第四に、問題解消措置については、米司法省は企業分割が最も望ましいと考えていたのに

対し、 EU委員会は発着枠の返上およびその他の新規参入促進のための措置を評価している

ことが判った。

EU委員会が認めた発着枠の返上は航空分野に特有な問題解消措置である。 EUでは多く

の事例において、発着枠の返上を条件として付している62)。また、日本航空/日本エアシス

テムの事業統合においてもそういった措置があった63)しかし、米国では少なくとも大手の

企業結合事例においては、発着枠の返上という措置が明示されたことはなく興味深い64)。こ

ういったEUの問題解消措置に対しては、委員会が大手航空会社から差別的に発着枠を取り

上げているという批判がある65)しかしながら、委員会は新規参入の最も大きな障壁となっ

ているのが発着枠と考え、その配分ルールも新規参入航空会社を優先するような内容になっ

ている点を踏まえれば、こういった措置は当然といえるのではなかろうか66)。′運航頻度の凍

結、新規参入航空会社の要請に応じたその他の措置も徹底した新規参入促進、育成の姿勢を

示しているといえよう。

また、米司法省が企業分割等の構造措置を好み、行為措置を好まない米国の問題解消措置

の一般的な方針をそのまま踏襲したものであったのに対し、 EU委員会は、米司法省と同様

に構造的な措置により規制を直ちに終了させようとする通常の措置とは異なり67)、発着枠の

返上などの構造的な措置に加え、運航頻度の凍結や新規参入事業者との協定などといった行

為措置を組み合わせた68)。この相違の原因に関する考察は今後の課題となろうが、それぞれ

の航空市場そのものの性質の違い、あるいは航空産業における競争の捉え方の違いに拠るの

62) Swissair/Sabenadl)、 KLM/Alitaliaいずれのケースも発着枠の返上という問題解消措置が付されている。

63)公正取引委員会「日本航空株式会社及び株式会社日本エアシステムの持株会社の設立による事業統合について」

(2002年4月26日) メ

64)もっとも、イースタン航空によるユナイテッド航空へのレーガン-ナシ。ナル空港における発着枠の売却そのもの
が問題となったことはある。

65) PRISMA Consulting Group SA, Effects of the Creation of the Single EU Aviation Market, 31-32 (運

輸政策研究機構国際問題研究所　2001)

66)須網隆夫「航空輸送市場における企業結合規制一日本・ EUの比較法的検討」法律時報75巻1号70, 71頁(2003年)0

67)委員会は、 Case T-102/96, Gencor v. Commission, Judgment of the Court of First Instance, para.273-277,

E.C.R.n/753 (1999)で、構造的な措置を行為措置より優先して使うことを示している。また、 「問題解消措置に関

する告示」 (Commission Notice on remedies acceptable under Council Regulation (EEC) No. 4064/　and

under Commission Regulation (EC) No. 447/98, para.13, 0.J.C　/3 (2001))でも、企業分割が最も一般的な

措置だと示されている。

C.S.Stark, Air France/KLM: Drawing the Antitrust Map for European Airline Consolidation, Air and

Space Lawyer Vol.19, 12-13 (2004)
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ではなかろうか69)。

251

最後に、日本航空と日本エアシステムの事業統合により、日本の航空分野は複占構造となっ

た。今後、日本で問題となるような規模の航空会社の企業結合があるとすれば、一層の規制

緩和の進展により、外資による航空会社の経¥蝣70)が可能となった場合、あるいは、アジア圏

における自由な航行が可能となり、日本の航空会社がEUのように、国の枠を超えた大きな

市場の構成員となった場合が考えられる。このことから、米国・EU、 2つの競争政策モデ

ルの分析は、日本の航空分野における企業結合規制の考察に重要な示唆を与えることになろ

つ0

69) O. Stehmann & J.R. Aguado,前掲註61), 268-271では、航空会社の企業結合に対する問題解消措置が構造措置
と行為措置を組み合わせたものになる理由を航空市場の特性そのものに着目して考察している.

70)日本は航空法130条で外国航空会社による国内航空運送が原則禁止されている


